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第４８期（令和７年度）事業の概要等について 
 

令和８年６月３０日 

千葉都市モノレール株式会社 

 

◇ 事業の概要  

 (1) 当期の事業の状況 
 

①  事業の経過及び成果 

 

ア 全般 

当社は千葉市内において、市街中心部と住宅地及び臨海部を2路線15.2kmで結ぶ千葉都市モノレー

ルの運行を担っており、安全を最優先に、快適・安心な輸送サービスの提供に努め、地域の発展に

寄与しています。 

 当期の業績は、年間輸送人員が延べ2,111万人（前期比104.72％）、一日乗車人員が57,861人（前

期比104.72％）となりました。 

また、運輸収入は36億76百万円（前期比104.62%）、運輸雑収は1億96百万円（前期比89.49％）と

なり、営業収益は38億73百万円（前期比103.75％）となりました。  

なお、輸送人員・運輸収入ともに、過去最高を記録しました。 

これについては、1号線沿線のマンション開発や、2号線沿線での宅地開発が引き続き進んでいる

ことで新規の住民が増加していることや、インバウンドの増加による市街中心部のホテル宿泊者の

増加、コロナの影響が払拭され、千葉公園(芝庭)や動物公園などの観光施設の利用が増えたことな

どが主な要因であると分析しております。 

定期外輸送人員は、前期比104.77％（9,432千人）、定期輸送人員は、通勤が前期比104.28％(9,5

45千人)、通学が前期比106.48％（2,141千人）となり、定期輸送人員全体では前期比104.68％とな

りました。 

一方、営業費については、給与のベースアップ等による人件費の増加のほか、労務単価等の上昇

による委託業務費の増加、ATC/TD装置等の更新に伴う除却費の増加、車両更新に伴う減価償却費の

増加により、全体として37億15百万円（前期比104.76％）となっています。 

これらのことから、営業利益は1億57百万円、経常利益は2億62百万円、当期純利益は6億12百万円

となりました。 

そのような状況において、中期経営計画（2025-2027）の基本戦略である「安全・安定輸送の継

続」､「沿線地域への貢献(共生･価値創造)」及び「変化する社会環境への対応力強化」の3項

目を着実に推進し、お客様が安心してご利用できる環境の構築や利用促進等に努めてまいりま

した。 

 

 

プレス発表資料 
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a. 安全・安定輸送の継続 

安全・安定輸送の継続への取り組みとして、「令和7年度 安全重点施策」に掲げた「人的要因によ

る責任事故ゼロの継続」、「事故･災害発生時の対応力強化」及び「経年劣化対策」の3項目を柱と

して次の施策を推進しました。 

まず人的要因による責任事故ゼロの継続について、安全管理体制の充実を図り、運輸安全マネジメ

ントを推進するため、経営トップによる定期的な職場巡視を重ねて、社員の安全意識の確認とコミ

ュニケーションの確保を図りました。 

夏季の輸送安全総点検では、関東運輸局による各現場部門における取組状況の査察が行われました

が、日頃より職場巡視で安全重点施策の進行状況などにも着目していたこともあって非常に良い評

価を得ることができました。 

内部監査においては安全管理規程に基づき、経営トップ以下全7部門の安全管理体制を確認、すべ

ての部署で運輸安全マネジメント「ガイドライン」に沿った取り組みが実施されていることが確認

できました。 

年度末には、安全対策会議(マネジメントレビュー)で年間施策の振り返りを実施することで、安全

管理体制の充実と継続的改善を推進しました。 

事故･災害発生時の対応力強化については、協力会社を招いて事故防止会議を開催し、労働災害防

止への取り組みや正則作業の重要性を学習し、安全意識の向上と共通認識の深化に繋げました。 

運輸防災マネジメント指針に基づく自然災害への教育訓練として、事故･自然災害など異常時の対

応力強化を目的に、3.11地震災害対策訓練、近隣消防署とのテロ災害対応訓練、輸送の安全確保に

向けた教育訓練等の各種訓練を実施しました。 

今後も各種災害等に備えた教育や訓練を継続し、急な災害発生時にも臨機応変に対応できる体制作

りに努めてまいります。 

経年劣化対策については、平成5年に製造された1000形3次車の更新用として、0形7次車を２編成導

入し、長期使用中である車両の経年劣化対策としては、計画的に構体検査を実施するなど適切な保

守に努めています。 

また、千葉市長寿命化修繕計画に基づいた更新計画による駅舎屋根更新工事や塗替塗装工事、当社

修繕計画による車両基地の軌道桁検査路塗装工事等を進めました。 

設備更新については、千葉駅･県庁前駅･千城台駅分岐の転てつ機更新、千葉駅12号分岐器のライン

シャフト更新とATC/TD装置の更新、都賀駅･みつわ台駅の電気室更新、駅照明設備のLED化等を実施

しました。これらの更新等については新たな手法の検討を含めて引き続き取り組んでまいります。 

  

b. 沿線地域への貢献 

「選ばれる」公共交通であるための接遇･サービス向上への取り組みとして、全社員を対象にカス

タマーハラスメント研修を開催し、ハラスメントを発生させないコミュニケーション方法を学習す

るなど対応力の向上を図りました。 

インバウンド旅客への積極的アプローチによる需要喚起として、世界トップレベルのバレーボール

国際大会であるネーションズリーグが開催された際にはPR画像による積極的な広報を行い、試合会

場最寄りの市役所前駅は乗降人数が大幅に増加しました。 

沿線地域との連携による付加価値の創造として、当社と連携協定を締結しているアルティーリ千葉

のホームゲームで主催試合を開催し、試合当日には車両基地見学を含んだ観戦ツアーを催行しまし

た。試合会場では大型ビジョンを使用して当社のPRを行うなど、一般の観客に対しても積極的な広



 3 / 4 

報活動を行い、新規層にもアピールしました。 

同様に連携協定を結ぶ千葉経済大学短期大学部の学生により、モノレール利用を含む千葉市内観光

モデルプランが作成され、同プランのモニターツアーの結果報告会が千葉市役所で開催されました

。沿線の施設を組み合わせた観光プランに当社が組み込まれており、このような魅力的なプランを

集客に繋げられるよう活かせたらと考えています。 

また、千葉市では千葉国際芸術祭が開催され、当社では千葉駅と県庁前駅において芸術作品の展示

スペースを提供して協力するとともに、フリーきっぷを発売して収入確保に繋げました。千葉市役

所内には当社代表取締役社長である山元隆司がモデルとなった芸術作品も展示され、多くの注目を

集めました。 

さらに、モノレールを活用した沿線地域の活性化や駅機能の充実を図るため、市やNPO団体等と連

携して、駅や駅周辺の空間と地域資源を活用した持続的なまちづくりに係る方策の検討を開始する

とともに、駅の空きスペースの商業的利用を検証する「モノまちブランシェ」を開催しました。 

これらは、利用者の駅への愛着や長期的なモノレールの需要創出に繋がる取組みであることから

、今後も沿線地域への貢献というところに重点を置き、沿線施設との積極的な連携やお客様サービ

スの向上に努めてまいります。 

 

c. 変化する社会環境への対応力強化 

脱炭素社会への貢献として、当社は千葉県内のSDGsの達成に向けて積極的に取り組む企業を登録し

、県内企業におけるSDGs推進の機運醸成並びに具体的な取り組みを後押しすることを目的として制

定されている「ちばSDGsパートナー登録制度」に登録しています。 

本社屋上には太陽光発電設備が設置されており、この設備によって本社消費電力の約5％に相当す

る電力が賄える見込みです。ここで発電した電力の一部は、社用車の電気自動車(EV)の充電にも供

給されています。 

千葉市には脱炭素へ積極的に取り組む市内事業者を脱炭素推進パートナーとして登録･支援する「

千葉市脱炭素推進パートナー支援制度」という制度があり、当社は現行車両である0形車両が、前モ

デルの1000形車両より電力消費が40%程削減されていることや、前述した太陽光発電設備の設置、駅

照明設備のLED化推進やグリーンスローモビリティ運行への協力などが評価され、脱炭素の実現に向

けて特に積極的に取り組んでいる事業者として表彰を受けました。 

公共交通機関同士の連携も進めており、当社が幹事となり全国のモノレール事業者の社長が集まり

、全国モノレール事業者連絡会社長会を開催しました。各社との情報交換や共通課題に係る調査や

研究を共同で進めるなど、各社の事業発展に資することを主な目的とし、非常に充実した会合とな

りました。 

また、市民の移動手段を確保･維持し、よりよい公共交通のあり方を考えるための協議の場として

、千葉市公共交通活性化協議会が開催され、当社の利便増進について協議しました。当社からは交

通機関同士が連携して、利便性を高めていくことの必要性について考えを述べ、出席した多くの有

識者と貴重な意見交換を行いました。 

このような有識者の意見やお客様から直接届く声を真摯に受け止めて、これからも千葉都市モノレ

ール株式会社をよりよいものとすべく発展していく所存です。 
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イ 運輸成績 

  輸送人員及び運輸収入 

 

 ※ 区分毎に千人未満または百万円未満切り捨てにより、計･合計･増減が一致しない場合があります。 

 

◇ 決算の概要  

 5期連続の黒字決算となりました。「事業の概要」に記載のとおり、営業費につきましては、人

件費（労働単価等の上昇を含む）や車両更新に伴う減価償却費・除却費の影響により増加いたしま

した。また、運賃収入の堅調な増加によりこれらのコスト増を吸収しましたが、営業利益は前年よ

り29百万円減少しました。税引前当期純利益は前期並みの2億89百万円を確保いたしました。 

今期の特徴としては、今後の収益見通しについて監査法人と協議を重ねた結果、将来にわたり安

定的な利益が見込めるとして、税効果会計上の区分を第3類から第2類へ見直しました。これに伴い

今期については複数年分の繰延税金資産を計上し、当期純利益は6億12百万円となりました。 

その他の決算資料は、弊社ホームページ決算概要をご参照ください。 

https://chiba-monorail.co.jp/index.php/company-info/kessan/ 

以上 

 

                   ＜お問い合わせ先＞ 

                      千葉都市モノレール株式会社 総務部経営企画課 

                      電話 ０４３－２８７－８２１６ 

  
第47期 

（令和6年度） 

第48期 

（令和7年度） 
対前期比 

営業日数（日） 365 365 － 

輸
送
人
員(

千
人) 

 

定 期 外 9,003 9,432 104.77% 

定

 

期 

通  勤 9,152 9,545 104.28% 

通  学 2,010 2,141 106.48% 

計 11,163 11,686 104.68% 

合  計 20,166 21,119 104.72% 

運
輸
収
入(

百
万
円) 

    

定 期 外 2,035 2,135 104.91% 

定

 

期

  

通  勤 1,271 1,322 103.96% 

通  学 206 218 105.81% 

計 1,478 1,540 104.21% 

合  計 3,513 3,676 104.62% 

運輸雑収（百万円） 219 196 89.49% 

収入合計（百万円） 3,733 3,873 103.75% 

 

 

https://chiba-monorail.co.jp/index.php/company-info/kessan/


（単位：千円）

2,872,800 短 期 借 入 金 566,016
325,109 未 払 金 752,003

3,078,825 未 払 費 用 2,314,497
145,672 未 払 法 人 税 等 93,580

4,412 預 り 金 7,288
155,112 前 受 運 賃 256,490

7,098 前 受 金 11,933
賞 与 引 当 金 120,633
仮 受 金 90,180
そ の 他 の 流 動 負 債 210

10,067,548 長 期 借 入 金 3,809,038
退 職 給 付 引 当 金 1,255,726

9,628,843 長 期 預 り 保 証 金 18,170

土 地 778,511
建 物 406,314
線 路 設 備 589,738
電 路 設 備 2,959,744
諸 構 築 物 20,416
機 械 装 置 1,000,806
車 両 3,836,459
工 具 器 具 備 品 36,851

438,705
100,000

電 話 加 入 権 1,750
ソ フ ト ウ ェ ア 436,955 655,056

資 本 準 備 金 655,056

779,530 7,934,796
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,934,796

779,530 繰 越 利 益 剰 余 金 7,934,796

549,511

235
549,259

16

※千円未満切捨

建 設 仮 勘 定

軌 道 事 業

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

 固　 定　 資　 産

軌 道 事 業 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸　借　対　照　表
令和 ８年 ３月３１日  現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

 流　 動　 資　 産  6,589,032  流　 動　 負　 債 4,212,835

純 資 産 合 計 8,689,853

  資　本  剰  余  金

  利  益  剰  余  金

17,985,622

現 金 及 び 預 金

未 収 金

未 収 運 賃

未 収 消 費 税 等

貯 蔵 品 及 び 商 品

前 払 金

 固　 定　 負　 債 5,082,934

資　産　合　計 17,985,622 負債及び純資産合計

そ の 他 の 投 資 等

純　資　産　の　部

11,396,589

負　債　合　計 9,295,769

 株　 主　 資　 本 8,689,853

  資　　　本　　　金

繰 延 税 金 資 産

長 期 差 入 保 証 金



（単位：千円）　

旅 客 運 輸 収 入 3,676,131

運 輸 雑 収 196,929 3,873,060

運 送 費 2,297,957

案 内 宣 伝 費 50,985

一 般 管 理 費 336,525

諸 税 91,639

減 価 償 却 費 938,704 3,715,812

157,248

受 取 利 息 9,717

土 地 物 件 貸 付 料 4,188

業 務 委 託 に か か る 管 理 収 入 63,685

雑 収 入 33,813 111,405

支 払 利 息 6,324

雑 支 出 49 6,373

262,280

千葉県特別高圧電 気料 金高 騰対 策事 業支 援金 10,419
千 葉 市 地 域 公 共 交 通 事 業 継 続 支 援 金 8,000
千葉市中小企業者ｴﾈﾙｷ ﾞ ｰ価格等高騰対策支援金 50
ｸ ﾘ ｰ ﾝ ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 自 動 車 導 入 促 進 補 助 金 568
二 酸 化 炭 素 排 出 抑 制 対 策 事 業 費 等 補 助 金 97,314
鉄 道 技 術 開 発 費 補 助 金 7,904
地 域 に お け る 受 入 環 境 整 備 促 進 事 業 補 助 金 23,766
千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ車両等更新補助金(第30･31編成分) 849,343 997,365

固 定 資 産 圧 縮 損 970,423 970,423

289,221

101,617

△ 424,463

612,068
※千円未満切捨

営 業 収 益

営 業 費

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

軌 道 事 業

損　益　計　算　書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

科　　　　　目 金　　　　　　　　額
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